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【要旨】
企業の価値創造プロセスの中には、企業の顧客と接する現場からの情報を取り込み、その情報の価値を評価して、利益・価値につなげる日常的な「現場情報の価値化過程」がある。

ここで「現場情報の価値化過程」とは、　企業の外部環境に直接触れる「現場」において、部下が、外部環境の変化やニーズの変化を見聞・認識し、その現場情報を価値化へのアイデアに変換・集約（知識化）し、それを自らの評価とともに上司に報告し、両者は、その知識化された現場情報を価値化しうるかどうか、つまり「案件として実現可能性があるか否か」について議論し、その議論後上司は最終的に「その案件を実現するべく実行する（案件化する）か否か」の意思決定を行う全過程と定義する。
この定義で言う現場情報は、主として顧客からのニーズの情報や業界や競合の動き等のビジネス現場の情報であり、その情報は、外的環境が求めているものを把握し、商品・サービスの改善・変更につなげる、或いは、販売方式やマーケテイングのあり方を改善・変更する、等という点で、競争力強化、販売量の促進、コストの削減等に関して価値化可能性をもつ情報である。

このような日常的な業務（ビジネス）推進過程としての現場情報の価値化過程の中で、組織の問題として、上司と部下のある「性格の組合せ」が、「現場情報の価値化可能性についての議論や案件化についての上司の意思決定に影響を与え、事後的に企業の上司と部下の信頼関係に影響を与えるだけでなく、以降の業務（ビジネス）の推進力、及び長期的に見て企業の内部統制の有効性等の組織の効用に影響を与えるという問題がある。本研究はこの問題を取上げる。

ここでいう、ある｢性格｣とは、現場情報の価値化可能性についての評価に関わる、｢自己忠実性｣と｢組織親和性｣である。「自己忠実性」とは、「現場情報の価値化可能性についての自己の評価・意見へのこだわり・固執する性格（性向）」であり、「組織親和性」とは、「組織や上司に受けいれられる為に、自己の評価・意見へのこだわりに固執せず、妥協しても協調的であろうとする性格（性向）」であり、この二つの「性格」は背反的である。

実際、部下は、自ら知識化した集約情報を自らの評価・意見とともに上司に報告或いは議論する時に、実現可能性が高いと自らが評価する現場情報に対しては、上司も同様な評価をすることを期待するであろう。その期待感の多寡は、部下の「自己忠実性」による。「自己忠実性」の低い、つまり「組織親和性」の高い部下は、上司と評価や意見が異なれば、自らの評価や意見に固執せず、上司と同調するであろう。

また、上司の側にも、議論の際や、意思決定の際に、自己の性格に影響を受ける。

自己忠実性の強い上司は、部下の表明を気にせずに自己の事後の所見に従って、意思決定するが、組織親和性の強い上司は、部下の表明との乖離を無視しえず、この影響を受けながら意思決定する。

本研究の狙いは、この現場情報の価値化過程の中に内在する、上司と部下の情報の価値化可能性についての評価に関するゲーム論的問題を、「上司と部下の性格」、「情報の非対称性（部下の情報優位性）」と「上司の意思決定権限優位性」の3要素を軸に数学的な一般的モデルとして表現する枠組みを定式化すること、そして具体的なモデル・スペシフィケーションのもとに「組織の期待効用」からみた最適な「上司と部下の性格の組合せ」をシミュレーションによって導出することである。
情報は日常的であるとしてゲームは、繰り返しゲームの枠組みをとる。また、「上司と部下の性格の組合せ」は、特に組織のエンパワメント・ヒエラルキーとの整合性の視点から議論される。

本研究が定式化しようとする問題の構造を具体的に記述しよう。
現場情報の価値化過程は、次のプロセス・構造からなるものと理解する。

１）顧客と接する部下が現場でえた情報を自らの評価のもとに取捨選択し、重要と判断する情報（案件として価値化可能性が高い情報）を集約・知識化し、その知識化した集約情報の価値化可能性を自らの評価（[0，1]上の事前主観分布）とともに上司に伝える（部下の情報優位性）。この部下の情報の取捨選択に関する部下の評価・判断は、部下の性格、「自己忠実性」と「組織親和性」、に依存するものと仮定する。尚、本研究では、１人の上司と１人の部下を前提とする。

２）部下からの集約情報を得た上司は、その集約情報の価値化可能性について自らの評価（[0，1]上の事前主観分布）をもつ。この評価の形成において上司の「自己忠実性」「組織親和性」の性格が、その評価の精度に関係すると仮定する。

３）そして情報の価値化可能性について一緒に議論して評価し、それぞれが評価の事後分布を形成する。そのもとでそれぞれの性格に依存した自らの期待効用関数を最大にするように、最終的な自らの価値化の可能性について「表明」する（評価に関するナッシュ均衡）。

４）その後上司は、自らの権限優位性に基づいて、与えられた案件を実際に価値化する(案件化する)かどうかについて意思決定する。その意思決定は、案件の実行からの期待される将来のキャッシュフローで評価するのでなく、価値化可能性に関する自らの表明と部下の表明に関する自己忠実性と組織親和性に関わる視点からなされるものと仮定する。

５）上司の意思決定の結果が、組織の効用に影響する。「組織の効用」の定義は、その組織の文化、そしてその文化に基くものの考え方によって異なる。ここでは、「現場の情報価値化過程」に沿って定義する。「組織の効用」とは、「意思決定以降の組織としての案件の推進力」とし、案件を推進した結果の企業価値創造への貢献成否は問題としない。
案件の推進力は、「現場の情報価値化過程」において醸成される、上司と部下という個々人の不安や不満や、両者間の信頼感の多寡に影響される。案件を推進しない場合も、これらにより、繰り返し発生する案件の推進力に影響すると理解する。
本研究の考察と分析の目的は、前述のような条件下における、両者の性格の組合せの組織への影響をみることである。その為に、性格の違いから起こる組織の効用への影響を、経営がコントロールする問題の枠組みを構築し、それを定式化し、そしてそれを表現する一つのモデルを数学的に定式化し上記の分析を行う。

以上
